
令和５年（2023 年）12月 20 日 

 

「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成 11年法律第 117 号）第

15 条第 3項の規定により、熊本市営高平団地・大窪団地集約建替事業に係る契約を締結したので、

その内容を公表する。  

 

熊本市長 大 西 一 史 

 

１ 公共施設等の名称及び立地 

  熊本市営高平団地 

  熊本市北区高平２丁目８番２ほか 

  熊本市営大窪団地 

  熊本市北区大窪５丁目５番７号ほか 

 

２ 選定事業者の商号又は名称 

代表企業 熊本市東区御領二丁目２８番１号 

光進建設株式会社 

       代表取締役社長 近藤 誠也 

       熊本市中央区世安二丁目 1番５９号 

       株式会社勝本工務店 

代表取締役 山田 和雄 

       熊本市北区龍田八丁目１５番４３号 

       株式会社タナカ建装 

       代表取締役 濵口 孝之 

       熊本市中央区南千反畑町１１番８ ２階 

       株式会社ライフジャム一級建築士事務所 

      代表取締役 原田 展幸 

      熊本市中央区花畑町１２番１号 

株式会社八千代コーポレーション 

       代表取締役 千原 健治 

       熊本市中央区神水二丁目１０番７号 

株式会社スマイラックス 

       代表取締役 高石 大輝 

       熊本市中央区水前寺一丁目２２番１８号 

       株式会社タウン開発 

代表取締役 前田 尚毅 



３ 契約期間 

  令和５年（2023 年）12 月 20 日から令和 14年（2032 年）１月 31日 

 

４ 契約金額 

  市営住宅整備等の対価 

  金 4,410,049,000 円 

  （うち消費税及び地方消費税額 金 393,179,000 円） 

  余剰予定地の対価 

  金 71,190,000 円 

 

５ 公共施設等の整備等の内容 

 （１）事業計画の策定  

（２）市営住宅整備業務  

(ｱ) 調査に関する業務（測量調査、地質調査、周辺家屋調査、電波障害調査、アスベスト含

有材などの使用状況調査等） 

(ｲ) 設計に関する業務（基本設計・実施設計） 

(ｳ) 必要な許認可及び建築確認等の手続（施設整備に必要な関係機関等との協議並びに申請

等の手続） 

(ｴ) 既存住宅等の解体撤去工事に関する業務（解体撤去に関する設計、工事監理含む） 

(ｵ) 建替住宅等の建設に関する業務（付帯施設、屋外工作物その他外構工事を含む） 

(ｶ) 工事監理に関する業務 

(ｷ) 内覧会対象住戸の整備に関する業務 

(ｸ) 設計・建設住宅性能評価の取得に関する業務 

(ｹ) 住宅瑕疵担保責任保険への加入または保険金の供託 

(ｺ) 化学物質の室内濃度測定に関する業務 

(ｻ) 確定地形測量・分筆・表示登記及び公有財産台帳登録関係書等の作成支援に係る業務 

(ｼ) 建替住宅等の竣工検査及び引渡しに係る業務 

(ｽ) 地元説明等近隣対策業務 

(ｾ) 社会資本整備総合交付金等申請関係書類等の作成支援業務 

(ｿ) 家賃算定資料の作成支援業務 

(ﾀ) 会計実地検査等の支援業務 

(ﾁ) 契約不適合検査の実施 

(ﾂ) 熊本市公共事業環境配慮指針における対応業務 

(ﾃ) その他上記業務を実施する上で、必要な関連業務 

（３）入居者移転支援業務 

(ｱ) 移転計画策定業務 

(ｲ) 仮移転支援業務 

(ｳ) 住宅替支援業務 

(ｴ) 本移転支援業務 



(ｵ) 退去者支援業務 

(ｶ) 社会資本整備総合交付金等、補助金申請関係書類等の作成支援業務 

(ｷ) 会計実地検査の支援業務 

(ｸ) 業務報告 

(ｹ) 入居者移転支援実費請求手続き 

(ｺ) その他上記業務を実施する上で必要な関連業務 

（４）余剰予定地活用業務 

 (ｱ) 調査に関する業務（測量調査、地質調査、周辺家屋調査等） 

(ｲ) 設計に関する業務（基本設計、実施設計） 

(ｳ) 必要な許認可の手続き（開発許可等に必要な関係機関等との協議並びに申請等の手続き） 

(ｴ) 造成工事に関する業務 

(ｵ) 販売に関する業務（価格調査、販売先の選定、売買契約書等の作成等） 

(ｶ) その他上記業務を実施する上で、必要な関連業務 

 

６ 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 

[熊本市営高平団地・大窪団地集約建替事業 事業契約書（抄）] 

（不可抗力） 

第７０条 甲又は乙は、本契約の締結日後に不可抗力により、本契約に基づく自己の債務を本契

約どおりに履行することができなくなった場合には、その内容の詳細を直ちに相手方に通知

（以下本条及び次条において「履行不能通知」という。）し、当該債務が不可抗力により履行

不能であるとの相手方の確認を得るものとする。この場合において、当該履行不能通知を受け

た相手方は、速やかに確認結果を通知（以下本条において「履行不能確認通知」という。）す

るものとする。 

２ 甲又は乙は、前項に規定する場合において、その相手方から履行不能確認通知を受けた場合

には、当該履行不能な債務について本契約に基づく履行期日における履行義務を免れ、同時に当

該義務に対応する対価支払請求権も消滅するものとする。ただし、甲又は乙は、不可抗力により

相手方に発生する損害を最小限にするように努力しなければならない。 

（不可抗力による損害等） 

第７１条 甲及び乙は、前条の規定による履行不能通知を受けた場合には、当該不可抗力に対応

するため、相手方と協議のうえで、直ちに必要事項につき、本契約の変更を行うものとする。

なお、甲は、協議が調わないと認めるときは、本契約の変更の可否及び変更する場合の変更内

容を決定して乙に通知し、乙はこれに従うものとする。 

２ 乙は、本契約の締結後、不可抗力により、市営住宅整備業務に関して甲、乙又は第三者に生

じた合理的な範囲の追加費用又は損害（以下本条においてこれらをあわせて「損害等」とい

う。）を、損害等のうち、建替住宅等整備費の１％に至る額まで負担し、これを超える額につ

いては甲が負担するものとする。ただし、不可抗力事由に関して乙に保険金が支払われた場合

には、当該保険金額相当額のうち建替住宅等整備費の１％を超える分を甲の負担分から控除す 

 



る。なお、甲及び乙は、建替住宅等に関する第３０条（所有権移転・引渡し）第１項の各号の

区分毎に、各号に規定する所有権移転・引渡し前に対象部分に生じた損害等は、市営住宅整備

業務に関して発生したものと推定する。 

３ 甲は、本契約の締結後、不可抗力により、入居者移転支援業務に関して、甲、乙又は第三者

に生じた合理的な範囲の損害等は、甲が負担する。 

４ 甲は、本契約の締結後、不可抗力により、余剰予定地活用業務に関して乙又は第三者に損害

が生じたとしても、これを負担しない。 

（不可抗力による解除） 

第７２条 甲は、本契約を締結後、不可抗力により市営住宅整備業務の継続が不能となった場合

又は事業の継続に過分の費用を要する場合には、乙と協議を行ったうえで、本契約を解除でき 

るものとする。 

２ 甲は、前項の規定により本契約が解除される場合には、乙がすでに履行した入居者移転支援 

業務の債務に相当する対価を支払うものとする。この場合において、甲と乙は、支払うべき対

価の支払方法及び仕掛かり中の当該業務の継続の是非、対応等を協議して定めるものとする。 

３ 甲は、第１項の規定により本契約が解除される場合において、第２７条（乙による完成検

査）第１項に定める各工事毎に、第２９条（甲による完成確認書の交付）第１項に規定する完

成確認書の交付を既に完了している場合には、当該交付を完了した市営住宅整備業務に関する

部分については本契約の解除の影響を受けないものとし、第６６条（建替住宅等整備費の支払

い）の定めに従い、当該部分にかかる第６５条（市営住宅整備等の対価）に規定する対価を支

払うものとする。この場合において、第３０条（所有権移転・引渡し）第１項に規定する各建

替住宅等、公園等、若しくは集会所の所有権移転・引渡し又は各事業用地の引渡しが完了して

いない場合には、当該未完了部分についての第６６条（建替住宅等整備費の支払い）第１項に

定める金員の支払方法については、別途乙と協議のうえで、甲が定めるものとする。 

４ 甲は、第１項の規定により本契約が解除される場合において、第２９条（甲による完成確認

書の交付）第１項に規定する完成確認書の交付が完了していないものについては、乙がすでに

履行した市営住宅整備業務に相当する対価（建設中の建替住宅等、公園等、及び集会所の出来

形に相当する分）を支払うものとし、その余の対価の支払は免れるものとする。この場合にお

いて、当該出来形の所有権の移転その他契約解除に際しての措置については、第８０条（契約

解除に際しての措置）を準用する。ただし、乙又は構成員が不可抗力に起因して当該出来形に

関して保険金を受領し、又は受領することができる場合には、甲は当該保険金額を控除した金

額を乙に支払えば足りるものとし、所有権の移転その他契約解除に際しての措置については、

甲が出来形の対価全額を支払ったものとみなして第８０条（契約解除に際しての措置）を準用

する。 

５ 乙は、第１項により本契約が解除される場合において、余剰予定地活用業務の継続履行が可

能である場合には、本契約の余剰予定地活用業務に関する部分は解除の影響を受けないものと

し、本契約は余剰予定地活用業務に関する限りで効力を維持するものとする。 

６ 甲は、余剰予定地活用業務が不可抗力により履行不能となった場合には、乙と協議を行った

うえで、履行不能となった余剰予定地活用業務に関する部分に限り、本契約を解除できる。こ

の場合において、甲又は乙に生じた追加費用又は損害は、各自が負担するものとし、相手方へ



請求できないものとする。 

（法令変更） 

第７３条 甲又は乙は、本契約の締結日後に法令が変更されたことにより、本契約に基づく自己

の債務を本契約どおりに履行することができなくなった場合には、その内容の詳細を直ちにこ

れを相手方に通知（以下本条及び次条において「履行不能通知」という。）し、当該債務が法

令変更により履行不能であるとの相手方の確認を得るものとする。この場合において、当該履

行不能通知を受けた相手方は、速やかに確認結果を通知（以下本条において「履行不能確認通

知」という。）するものとする。 

２ 甲又は乙は、前項の場合において、その相手方から履行不能確認通知を受けた場合には、当

該履行不能な債務について本契約に基づく履行期日における履行義務を免れ、同時に当該義務

に対応する対価支払請求権も消滅するものとする。ただし、甲又は乙は、法令変更により相手

方に発生する損害を最小限にするように努力しなければならない。 

（法令変更による追加費用） 

第７４条 甲及び乙は、前条の規定による履行不能通知を受けた場合には、当該法令変更に対応

するため、双方協議のうえで、直ちに必要事項につき、本契約の変更を行うものとする。な

お、甲は、協議が調わないと認めるときは、本契約の変更の可否及び変更する場合の変更内容

を決定して乙に通知し、乙はこれに従うものとする。 

２ 甲は、本契約の締結後に行われた法令変更により追加費用が生じる場合で、本事業のうち建

替住宅等整備に類型的若しくは特別に影響を及ぼす法令変更又は消費税、消費税類似の税制度

の新設・変更（税率の変更を含む。）の場合に追加費用を負担し、それ以外の法令変更の場合

は乙が追加費用を負担しなければならない。 

（法令変更による協議解除） 

第７５条 甲は、本契約の締結後に行われた法令変更により、市営住宅整備業務の継続が不能と

なった場合又は事業の継続に過分の費用を要する場合には、乙と協議を行ったうえで、本契約

を解除できるものとする。 

２ 第１項により本契約が解除される場合の措置については、第７２条（不可抗力による解除）

第２項から第５項までを準用する。 

３ 法令変更により余剰予定地の活用の継続が不能となった場合については、第７２条（不可抗

力による解除）第６項を準用する。 

（甲による契約解除） 

第７８条 甲は、乙又は構成員のいずれかが次の各号に掲げるいずれかの事由に該当する場合に

は、何らの催告をすることなく、本契約の全部又は一部を解除することができるものとする。

ただし、余剰予定地活用企業のみが該当する場合には、解除の範囲は余剰予定地活用業務に限

るものとする。 

(1) その責めに帰すべき事由により、本契約の全部又は一部の履行が不能となったとき。 

(2) その責めに帰すべき事由により、別紙７記載の各期工事完成日から３か月を経過しても

当該期の工事が完了しないとき又は完了する見込みがないと明らかに認められるとき。 

(3) その責めに帰すべき事由により、本件工事が延べ３０日以上中断されたとき又は事業を



放棄したと認められるとき。 

(4) 入札説明書に規定する「入札に参加する者の備えるべき参加資格要件」を満たさなくな

ったとき。 

２ 甲は、第１項の規定により本契約が解除される場合において、第２９条（甲による完成確認

書の交付）第１項に規定する完成確認書の交付が既に完了している場合には、当該交付の完了

した市営住宅整備業務に関する部分及び入居者移転支援業務の履行済みの部分については、本

契約の解除の影響を受けないものとし、第６６条（建替住宅等整備費の支払い）、第６７条

（入居者移転支援業務費の支払い）、又は第６８条（入居者移転支援実費の支払い）の定めに

従い、当該部分にかかる、第６５条（市営住宅整備等の対価）に規定する対価を支払うものと

する。この場合において、第８１条（契約解除に伴う損害賠償）は適用されるものとする 

３ 甲は、第１項の規定により本契約が解除される場合において、第３０条（所有権移転・引渡

し）第１項に規定する各建替住宅等、公園等、若しくは集会所の所有権移転・引渡し又は各事

業用地の引渡しが完了していない場合には、当該未了成部分についての第６６条（建替住宅等

整備費の支払い）第１項に定める金員の支払方法については、別途乙と協議のうえで、甲が定

めるものとする。 

４ 甲は、乙が次の各号に掲げるいずれかの事由に該当する場合には、乙に対して、３０日以上

の期間を設けて履行又は是正の催告を行ったうえで、本契約の全部又は一部を解除することが

できるものとする。ただし、余剰予定地活用企業のみが該当する場合には、解除の範囲は余剰

予定地の活用に限るものとする。 

(1) 設計又は本件工事に着手すべき期日を過ぎても設計又は本件工事に着手せず、かつ当該

遅延について甲が満足すべき合理的な説明がなされないとき。 

(2) 甲の承諾なく、事業用地を本事業の遂行以外の目的に使用収益したとき又は事業用地の

形質を変更したとき。 

(3) 前２号に掲げる事由のほか、本契約又は本契約に基づく合意事項のいずれかに違反し、

その違反により契約の目的を達することができないと認められるとき。 

５ 甲は、第４項の規定により本契約が解除される場合において、第２９条（甲による完成確認

書の交付）第１項に規定する完成確認書の交付が既に完了している場合には、当該交付の完了

した市営住宅整備業務に関する部分及び入居者移転支援業務の履行済みの部分については、本

契約の解除の影響を受けないものとし、第６６条（建替住宅等整備費の支払い）、第６７条

（入居者移転支援業務費の支払い）、又は第６８条（入居者移転支援実費の支払い）の定めに

従い、当該部分にかかる、第６５条（市営住宅整備等の対価）に規定する対価を支払うものと

する。この場合において、第８１条（契約解除に伴う損害賠償）は適用されるものとする。 

６ 甲は、第４項の規定により本契約が解除される場合において、第３０条（所有権移転・引渡

し）第１項に規定する各建替住宅等、公園等、若しくは集会所の所有権移転・引渡し又は各事

業用地の引渡しが完了していない場合には、当該未完了部分についての第６６条（建替住宅等

整備費の支払い）第１項に定める金員の支払方法については、別途乙と協議のうえで、甲が定

めるものとする。 

７ 甲は、乙又は構成員が、本契約に関し、次の各号に掲げるいずれかの事由に該当した場合に



は、何らの催告をすることなく本契約を解除することができる。ただし、余剰予定地活用企業

のみが該当する場合には、解除の範囲は余剰予定地の活用に限るものとする。 

(1) 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独

占禁止法」という。）第８条の４第１項の規定による必要な措置を命ぜられたとき。 

(2) 独占禁止法第７条第１項若しくは同条第２項（同法第８条の２第２項及び同法第２０条

第２項において準用する場合を含む。）、同法第８条の２第１項若しくは同条第３項、同法第

１７条の２第１項若しくは第２項又は同法第２０条第１項の規定による排除措置命令（以下

「排除措置命令」という。）を受けたとき。 

(3) 独占禁止法第７条の２第１項（同条第２項及び第８条の３において読み替えて準用する

場合を含む。）、同法第７条の９第１項若しくは第２項、又は第２０条の２から６のいずれか

の規定による課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を受けたとき、又は同法第７

条の２第１項の規定により課徴金を納付すべき事業者が、同法第７条の４第１項の規定によ

り納付命令を受けなかったとき（同法第７条の２第１項及び同法第８条の３において読み替

えて準用する場合を含む。）。 

(4) 刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは同法第１９８条、公職にある者

等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律第４条、又は独占禁止法第８９条第１項

第１号若しくは同条第２項（ただし、同条第１項第１号に係るものに限る。）の規定による

罪の容疑により刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第２４７条の規定に基づく公訴を

提起されたとき（乙若しくは構成員、構成員の役員又はその使用人が当該公訴を提起された

ときを含む。）。 

(5) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項第２号に該当する

と認められたとき。 

８ 甲は、第７項の規定により本契約が解除される場合において、第２９条（甲による完成確認

書の交付）第１項に規定する完成確認書の交付が既に完了している場合には、当該交付の完了

した市営住宅整備業務に関する部分及び入居者移転支援業務の履行済みの部分については、本

契約の解除の影響を受けないものとし、第６６条（建替住宅等整備費の支払い）、第６７条

（入居者移転支援業務費の支払い）、又は第６８条（入居者移転支援実費の支払い）の定めに

従い、当該部分にかかる、第６５条（市営住宅整備等の対価）に規定する対価を支払うものと

する。この場合において、第８１条（契約解除に伴う損害賠償）は適用されるものとする。 

９ 甲は、第７項の規定により本契約が解除される場合において、第３０条（所有権移転・引渡

し）第１項に規定する各建替住宅等、公園等、若しくは集会所の所有権移転・引渡し又は各事

業用地の引渡しが完了していない場合には、当該未完了部分についての第６６条（建替住宅等

整備費の支払い）第１項に定める金員の支払方法については、別途乙と協議のうえで、甲が定

めるものとする。 

１０ 甲は、乙が次の各号に掲げるいずれかの事由に該当した場合には、何らの催告をすること

なく本契約を解除することができる。ただし、余剰予定地活用企業のみが該当する場合には、

解除の範囲は余剰予定地の活用に限るものとする。 

(1) 乙若しくは構成員又は役員等（乙若しくは構成員の役員又はそれらの支店若しくは営業



所（常時工事の請負契約を締結する事務所をいう。）を代表する者をいう。以下、本条にお

いて同じ。）が暴力団等であると認められるとき。 

(2) 暴力団員等又は暴力団密接関係者が顧問に就任するなど事実上、乙又は構成員の経営に

参加していると認められるとき。 

(3) 乙若しくは構成員又は役員等が業務に関し、不正に財産上の利益を得るため、又は債務

の履行を強要するために暴力団等を使用したと認められるとき。 

(4) 乙若しくは構成員又は役員等がいかなる名義をもってするかを問わず、暴力団等に対し

て、金銭、物品その他の財産上の利益を不当に与えたと認められるとき。 

(5) 乙若しくは構成員又は役員等が暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有していると

認められるとき。 

(6) 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約にあたり、その相手方が本条第１号

若しくは第２号に該当する者又は第３号から第５号に規定する行為を行う者であると知りな

がら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

１１ 甲は、第１０項の規定により本契約が解除される場合において、第２９条（甲による完成

確認書の交付）第１項に規定する完成確認書の交付が既に完了している場合には、当該交付の

完了した市営住宅整備業務に関する部分及び入居者移転支援業務の履行済みの部分について

は、本契約の解除の影響を受けないものとし、第６６条（建替住宅等整備費の支払い）、第６

７条（入居者移転支援業務費の支払い）、又は第６８条（入居者移転支援実費の支払い）の定

めに従い、当該部分にかかる、第６５条（市営住宅整備等の対価）に規定する対価を支払うも

のとする。この場合において、第８１条（契約解除に伴う損害賠償）は適用されるものとす

る。 

１２ 甲は、第１０項の規定により本契約が解除される場合において、第３０条（所有権移転・

引渡し）第１項に規定する各建替住宅等、公園等、若しくは集会所の所有権移転・引渡し又は

各事業用地の引渡しが完了していない場合には、当該未完了部分についての第６６条（建替住

宅等整備費の支払い）第１項に定める金員の支払方法については、別途乙と協議のうえで、甲

が定めるものとする。 

１３ 甲は、本条による解除がなされた場合において、既に甲に提出されていた建替住宅等の設

計図書及び竣工図書その他本契約に関して甲の要求に基づき作成された一切の書類について、

甲の裁量により無償にて利用する権利権限を有し、これにつき乙は、一切の異議を申し立てな

いものとする。乙は、設計図書等の内容が、乙の構成員又は第三者が特許権を保有する工法を

採用しないと実現できない場合には、乙の構成員又は第三者から承認を取り付ける等して、甲

が設計図書の内容を実現する限りにおいて当該特許権を無償で使用することができるようにし

なければならない。 

１４ 甲は、乙に本条の解除原因が認められる場合又はそのおそれが生じた場合には、本事業の

目的が実質的に達成できるように、本条の解除原因が生じていない乙の構成員と、本事業の継

続について協議を行う等の合理的な措置を講じることができるものとする。 

１５ 甲は、本条の規定により甲が市営住宅整備業務にかかる部分に関する契約を解除した場合

には、前各項において解除の効力の影響が及ばないとされるものを除き、遡及的に市営住宅等



の整備に係る対価の支払義務を免れる。 

１６ 乙は、本条の規定により市営住宅整備業務に関する部分の契約が解除された場合には、前

各項において解除の効力の影響が及ばないとされるものを除き、その責任と費用負担におい

て、原則として、速やかに事業用地を、甲の選択により、更地の状態又は甲による引渡し時の

原状に回復して甲に返還しなければならない。この場合において、乙は、解除の対象となった

業務について既に甲から受領した対価がある場合には、これに受領時からの利息（年利３％の

割合により計算（１年を３６５日として日割り計算））を付して直ちに甲に返還するものとす

る。 

１７ 甲は、前項の規定にかかわらず、本条の規定による解除後、建設中の建替住宅等、公園

等、集会所及び民間施設等の出来形の譲り受けを求めることができるものとする。この場合に

おいて、乙は、当該出来形を現状のまま、甲に引き渡すものとする。 

１８ 甲は、前項の場合には、その出来形の評価額に相当する金額を乙に対して支払うものと

し、この支払いが完了した時点で当該出来形の所有権は甲に移転するものとする。この場合に

おいて、甲は、当該支払いの方法について、乙と協議のうえで、決定するものとする。 

１９ 乙は、前項の場合において、別紙１２に記載する竣工図書に準じた当該出来形に関する竣

工図書を甲へ提出しなければならない。また、甲は、必要があると認められる場合には、その

理由を乙に通知して、出来形を最小限破壊する等して検査することができるものとする。 

２０ 乙は、本条の規定により本契約が解除された場合において、事業用地に乙が所有又は管理

する工事材料、建設機械器具その他の物件（第１２条（第三者の使用）、第２１条（第三者の

使用）、第２３条（第三者の使用）、第４０条（第三者の使用）、又は第５９条（第三者の使

用）の規定に基づく第三者の所有又は管理するこれらの物件を含む。）がある場合には、当該

物件の処置について甲の指示に従わなければならない。 

２１ 甲は、前項の場合において、乙が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件の処置につき

甲の指示に従わないときは、甲は、乙に代わって当該物件を処分し、事業用地を原状回復し又

は片付けその他適当な処置を行うことができるものとする。この場合において、乙は、甲の処

置について異議を申し立てることができず、また、甲の処置に要した費用を負担しなければな

らない。 

（乙による契約解除） 

第７９条 乙は、甲が甲の責めに帰すべき事由により本契約に基づく甲の債務を履行しない場合

には、甲に対して、３０日以上の期間を設けて履行の催告を行ったうえで、本契約の全部又は

一部を解除することができるものとする。ただし、甲が履行しない債務が余剰予定地活用業務

に関する債務のみである場合には、解除の範囲は余剰予定地活用業務に限るものとする。 

なお、第３０条（所有権移転・引渡し）第１項に規定する各建替住宅等、公園等、若しくは

集会所の所有権移転・引渡し又は各事業用地の引渡しが既に完了している場合には、当該完了

した市営住宅整備業務に関する部分及び入居者移転支援業務の履行済みの部分については、本

契約の解除の影響を受けないものとする。 

（契約解除に際しての措置） 

第８０条 第７７条（甲による任意解除）又は第７９条（乙による契約解除）の規定により、本



契約が解除される場合、甲は、乙がすでに履行した業務の債務に相当する対価（出来形に相当

する分を含む）を支払うとともに、余剰予定地活用企業が余剰予定地に建設する民間施設等の

出来形に相当する額を支払うものとするが、その余の対価の支払いは免れるものとする。この

場合において、乙が甲に第８１条（契約解除に伴う損害賠償）第３項による損害賠償請求を行

うことを妨げない。 

２ 乙は、甲が前項の対価を支払った場合には、建設中の建替住宅等、公園等、集会所及び第１

項に規定する民間施設等の出来形の所有権を甲に移転するものとする。 

３ 乙は、第１項の対価の支払いを受けた場合には、甲へ別紙１２に記載する竣工図書に準じて

当該出来形に関する竣工図書を提出しなければならない。この場合において、乙は、甲が必要

と認める場合には、自己の費用において出来形について必要最小限の破壊検査又は非破壊検査

を行うものとする。 

４ 乙は、第７７条（甲による任意解除）又は第７９条（乙による契約解除）の規定により、本

契約が解除された場合には、事業用地に乙が所有又は管理する工事材料、建設機械器具その他

の物件（第１２条（第三者の使用）、第２１条（第三者の使用）、第２３条（第三者の使用）、

第４０条（第三者の使用）、又は第５９条（第三者の使用）の規定に基づく第三者の所有又は

管理するこれらの物件を含む。）を速やかに撤去するものとする。 

（契約解除に伴う損害賠償） 

第８１条 乙は、第７８条（甲による契約解除）の規定により本契約が全部解除された場合に

は、第６５条（市営住宅整備等の対価）の規定に定める市営住宅整備等の対価の３０％相当額

（本契約締結時点の額とし、後の変動を考慮しないものとする。）の違約金を支払うものとす

る（なお、当該支払いをすることによって第５６条（民間施設の整備等）第１０項に定める額

の違約金の支払を免れるものではない。）。ただし、甲は、甲が被った損害の額が、甲が支払い

を受けた違約金の額を超過する場合には、かかる超過額について別途乙に損害賠償請求を行う

ことができるものとする。 

２ 乙は、第７８条（甲による契約解除）の規定により本契約の一部が解除された場合には、甲

が被った損害を合理的な範囲で賠償するものとする。この場合において、乙は、解除が余剰予

定地活用業務に限る場合には、甲へ第５６条（民間施設の整備等）第１０項に定める額の違約

金を支払うとともに、甲が被った損害がこれを超える場合には、かかる超過部分についても損

害賠償の責めを負うものとする。 

３ 甲は、第７７条（甲による任意解除）又は第７９条（乙による契約解除）の規定により契約

を解除する場合には、乙が被った損害について、合理的な範囲で負担するものとする。 

４ 乙は、第７８条（甲による契約解除）の規定により本契約が解除されない場合であっても、

乙がその債務の履行を拒否し、又は乙の責めに帰すべき事由によって乙の債務について履行不

能となった場合には、第１項に準じて違約金の支払及び損害賠償の責めを負うものとし、甲は

第８２条（契約保証金等）の規定により納付された契約保証金又はこれに代わる担保をもっ

て、違約金等に充当することができ、乙は甲による充当がなされた場合には直ちに充当相当額

を追加預託しなければならないものとする。 

５ 乙の構成企業のいずれかについて破産手続開始の決定があった場合における破産法（平成１



６年法律第７５号）の規定により選任された破産管財人、更生手続開始の決定があった場合に

おける会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定により選任された管財人、民事再生手

続開始の決定があった場合における民事再生法（平成１１年法律第２２５）の規定により選任

された管財人や再生債務者が本契約を解除した場合については、第７８条（甲による契約解

除）の規定による契約解除がなされたものとみなして第１項を準用する。 

 

 


